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は じ め に

○認知症、知的障害その他の精神上の障害があることにより財産の管理や日常生活等に支障があ
る人たちを社会全体で支え合うことが、高齢社会における喫緊の課題であり、かつ、共生社
会の実現に資するものですが、成年後見制度はこれらの人たちを支える重要な手段であるに
もかかわらず、十分に利用されていません。

○こうした状況を踏まえ、成年後見制度の利用の促進に関する法律（以降、成年後見制度利用促
進法）が平成28年4月15日に公布され、同年5月13日に施行されました。成年後見制度の利用
の促進には、市町村の取組が不可欠であることから、同法律において、市町村の講ずる措置
等が規定されており（第14条市町村の講ずる措置）、市町村は、国が定める成年後見制度利
用促進基本計画（以降、「国基本計画」）を勘案して、当該市町村の区域における成年後見
制度の利用の促進に関する施策についての基本的な市町村計画を定めるよう努めるとされま
した。

○平成29年3月24日に閣議決定された国基本計画では、市町村に対し、地域連携ネットワーク・
中核機関に期待される機能の段階的・計画的整備に向け、市町村計画を定めるよう努めるこ
とを求めています。本手引きは、各市町村で成年後見制度利用促進基本計画を策定する際の
参考としていただくことを目的として作成しています。

○計画策定にしっかりとした時間や人員をとることが困難な状況にある市町村が、最短ルートで
計画を策定するイメージをつかむには、まず、本手引きの第１部「1」、「2」を参照してく
ださい。

○計画策定のプロセスに関係機関や地域住民が加わり、共通認識を形成しながら計画を立案する
ことは、計画を実行する上で必要となる地域連携ネットワークを構築していくことにつながり
ます。丁寧なプロセスを経て実効性ある計画を作り込むヒントを提供するため、第1部「3」で
は、具体的な実践方法について紹介しています。

○現在、国においては、制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超え
て、地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と資源が世代や分
野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに
創っていく「地域共生社会の実現」を目指しています。たとえ判断能力が不十分で、自らに
とって必要なことを主張したり、一人で選択・決定することが難しい状態になっても、地域
社会に参画しその人らしい生活を継続できるよう、成年後見制度の適切な利用を含む地域の
権利擁護支援の在り方を総合的に考え、住民を必要な権利擁護の支援につなげることができ
る地域の仕組みづくりが求められています。

○成年後見制度の利用を必要とする人は判断能力が不十分な状態にあり、自ら「成年後見制度の
申立てをしてほしい」と発信することは基本的に困難です。そのような状況におかれている



人は人権侵害に遭いやすく、自ら必要な介護・福祉サービスを適切に選択・決定することも
難しい状況におかれています。また、判断能力が不十分な人の生活を支える介護・福祉サー
ビス事業者側からみても、そうした方々とのスムーズな契約や安定したサービス提供が難し
く、当然に保障されるべき地域社会での生活の継続が、結果的に困難になる事態も生じてい
ます。

○判断能力が十分でなく、一人では契約・選択（意思決定）が困難になった住民が引き続き地域
社会で生活し続けられるよう、老人福祉法等は、成年後見制度の市町村長申立てや、当該申
立てをスムーズに行うための取組を市町村の福祉行政に求めています。しかし、住民の権利
擁護支援の必要性は、窓口で待っているだけでは気づくことができません。地域と連携し、
早期にその必要性に気づく対応が重要です。また、権利擁護支援には、見守りや日常生活自
立支援事業の利用を含む様々な方策があり、地域福祉の観点から、もっとも当事者に適した
方法を取ることが重要です。

○行政だけでなく地域住民、地域の関係者・関係機関が参画し、表面化しづらい権利擁護支援の
必要性をどのように早期に把握し、どのように適切に支えていくのか、「権利擁護支援の地
域連携ネットワークの構築」こそが、国基本計画の求めているものといえます。そして、こ
のネットワークは、すでに取り組まれてきた「地域包括ケア」や「地域自立支援協議会」等
の権利擁護や地域連携における福祉の取組に「司法」分野を追加し、家庭裁判所との連携を
確保することで構築が可能です。

○成年後見制度利用促進の取組を通して明らかになった権利擁護支援に関する地域生活課題につ
いて、関係機関や地域住民とともに協議会で検討し、包括的な支援体制を構築していくプロセ
スは、誰もがその人らしく生活をし続けることができる地域づくりの実現を目指す取組そのも
のといえます。全国どの地域に住んでいても、権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築や
成年後見制度利用促進が、地域共生社会実現の重要な一手段として、また地域福祉行政の仕事
として市町村計画に位置づけられ、取組が推進されることを心より期待しています。
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